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研究要旨 

 わが国の代表的男性不妊治療施設における男性不妊症の実数、病因、生殖補助技術を含

めた治療内容、妊娠率を調査した。これをもとに、最近の男性不妊症の疾患ごとに対する

生殖補助医療の現状の調査を行った。調査方法は、男性不妊症を診断、治療法別に分けて、

班員研究者 10 施設の症例を集積解析した。当施設の担当は射精障害であり、7 施設から 38

症例の詳細を集計した。昨年度の調査結果では射精障害は全症例の 3％以下であり、全体に

占める割合としては少数である。本疾患においても、採精法の進歩によって TESE を施行さ

れる症例が多数を占めた。これに伴って、ICSI 施行症例もかなり存在し、本疾患の治療に

おける生殖補助技術の有用性が示唆されたものと考えられた。 

 

A. 研究目的 

 生殖補助技術の急速な展開は男性不妊症

の臨床にも大きなインパクトを与え、その

治療法を変貌させてきており、いまだその

変化の途上にあると思われる。初年度に、

男性不妊症の中で生殖補助技術の施行され

ている実数を把握する。この結果をもとに、

次年度に診断あるいは治療法別に生殖補助

技術の実態、成績を調査し、生殖補助技術

のあり方を検討する資料とする。現状がど

うなっているかということを明らかにして

いくうえで、男性不妊症の治療における生

殖補助医療の位置づけを明らかにしたい。 

 

B. 研究方法 

 初年度に、わが国の男性不妊症の病因、

検査、治療の最新の状況を 1996-1997 年の

2 年間を対象に全国調査した。この調査に

協力する形で当施設の実態をまとめた。 

 次年度に、班員研究者施設 10 施設で共通

するフォーマットで射精障害症例を集計し

た。この疾患の中での生殖補助技術の頻度、

成績を調査した。なお、症例集計用紙には

個人名を記載せず、個人情報としては集積

されないように配慮した。 

 

C. 研究結果 

 当施設における 2 年間の初診患者数は

145 例で、全新患数に占める割合は 2.3％で

あった。病因としては、精巣因子がもっと

も多く 97％、精路因子、性機能因子は 3％

を占めるに過ぎなかった。生殖補助医療と

しての TESE、MESA などの採精術は関連施設

に依頼している関係上 2 例施行されただけ

であった。射精障害に対して、電気射精を

2 例に施行した。 

射精障害として集積された症例は 38 症

例であった。患者平均年齢は 36.5 歳



（22-50）、パートナーの平均年齢は 32.1 歳

（23-44）であった。不妊期間は平均 54.8

月（1-165）であり、長い傾向であった。原

疾患としては薬剤性 6 例、外傷 4 例、糖尿

病 2 例が多く、他は原因不明であった。障

害の程度としては“射精あり”が 21 例、“射

精なし”が 17 例であった。射精ありの内訳

は、“マスターベーションで射精可能”13

例、“不可能”8 例であり、射精なしの内訳

は、“射精感あり”10 例、“射精感なし”7

例であった。治療では、薬物療法は 5 例、

内分泌療法は 3 例に施行されていたが、効

果を認めなかった。妊孕性に対する治療と

して、授精法では AIH 11 例、ICSI 6 例、

電気射精 4 例、用手法 3 例、髄腔内注射 3

例、フィゾスチグミン皮下注が 1 例に施行

されており、採精法では TESE 7 例、膀胱内

回収 5 例、電気射精 4 例、用手法 3 例であ

った。転帰では、妊娠を 4 例に認め、妊娠

率 10.5％と低値であった。妊娠症例の内訳

は、ICSI 3 例、不明（他院で施行）1 例で

あった。 

 

D. 考察 

男性不妊外来患者の割合は 1％前後とさ

れているが、2.3％と高率であった。当施設

の近隣には男性不妊を診療する施設がない

ためであると思われる。採精術は関連施設

に集積している関係上当施設での施行は非

常に少なかった。射精障害に対する電気射

精は実施施設が少なく継続してゆきたい。 

射精障害による男性不妊症は全体の中で

見ると比率は低く、症例数としては多くな

い。しかし、少なくとも腟内射精が困難で

あることから必然的に生殖補助技術の関与

が必要になってくるものと考えられる。ま

た、生殖補助技術が施行されやすい一因と

して受診年齢が高いことがあげられる。受

診者の平均不妊期間も長く、パートナーの

年齢からも早期の生殖補助技術が勧められ

ていると思われる。もちろん、これを裏付

けるものとして、採精法の改良、凍結保存

技術の進歩、そして体外受精の成績向上が

ある。今回の集計においても、TESE 7 例、

それに伴う ICSI 6 例が施行されている。妊

娠症例で見ると結果はさらに顕著であり、

妊娠例 4 例のうち不明の 1 例を除いた 3 例

はすべて ICSI によるものであった。今後は、

射精障害による男性不妊症は、まず、射精

障害の治療を目指すべきであるが、妊孕性

については生殖補助技術、ことにTESE/ICSI

が中心になっていくものと思われる。 
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